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遺伝子検査ビジネス「MYCODE」への東大医科研の協力中止を求める 

 

 株式会社ディー・エヌ・エーは、2014年8月、インターネット通販を通じて「MYCODE」と

銘打った遺伝子検査ビジネスを開始した。「唾液を郵送するだけ」「リスク軽減や予防につながる」

という宣伝文句にならべて「東京大学医科学研究所との共同研究」なる文言が掲げられている。

その説明として「文部科学省主宰のCOI-Tによる東京大学医科学研究所との共同研究の成果を社

会実装する事業が『MYCODE』です」と書かれている。 

 消費者直販型の遺伝子検査ビジネスは、数年前から米国を中心に一般化し、日本国内でも急増

している。健康や体質、美容、さらには子どもの能力診断までメニューは広範囲であるが、遺伝

子診断の科学的根拠や個人情報保護、子どもの人権などの問題から、遺伝研究者をはじめ医療や

教育関係者から規制を求める声が上がっていた。従来、巷で行われている雑多な消費者直販型遺

伝子ビジネスは興味本位のおみくじ程度というとらえ方が一般的であった。しかし、「MYCODE」

は文科省の後押しで、東大医科学研究所も関わるとなれば、一般消費者には、格別に権威あるも

のとして映るだろう。  

 1997年のユネスコ「ヒトゲノムと人権に関する世界宣言」は第4条で「自然状態にあるヒトゲ

ノムは、経済的利益を生じさせてはならない」とうたっている。医療目的以外でヒトゲノム情報

を商業用に用いることはこのユネスコ宣言にもとる行為と言わざるをえない。 

 さらに、ヒトゲノムと疾患との関連に関わる研究は未だその途上にあるにもかかわらず、科学

的根拠も薄弱なまま、大学の研究者が遺伝子情報の商用化に科学的根拠を付与するような形で手

を貸すことは、科学者としての倫理性が厳しく問われることになる。 

 「MYCODE」のような“ 科学的”衣をまとった欠陥商品が現実の社会に大量に流通した場

合、その弊害は容易に推定できる。例えば医療現場では、偽陽性に対する過剰行動と偽陰性に対

する抑制行動が起こり、結果として過剰受診や手遅れなどが生ずる。実際、米国の大手の直販型

遺伝子検査会社「23andMe」の事業に対して2013年に米国食品医薬品局が事業の差し止めの警

告を出している。 

 米国だけでなく、欧州各国、中国なども遺伝子検査を法規制や国の監督下に置こうとしている。

わが国には個人情報保護法以外に遺伝子情報取り扱いの法的規制はなく、ゲノムや疾患という個

人のセンシティブ情報が漏えい・悪用されることへの歯止めもない。今年2月、厚生労働省はよ

うやく医療目的外の遺伝子検査を規制する方針を示したが、わが国の動きは極めて鈍いと言わざ

るをえない。 

 私たちは、ディー・エヌ・エーの「MYCODE」は血液型占いにも通じる「ゲノム占い」であ

ると見ている。しかも、この「占い」は時に人心を惑わし、社会に害を及ぼす危険がある。この

ような事業に医学研究者が参画することは明らかに医学研究の倫理を定めた「ヘルシンキ宣言」

の精神に違反する。私たちは、東大医科学研究所が「MYCODE」事業に協力することを即刻中

止するよう強く求めるものである。 
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